
医療的ケア児の支援に関する県単位の「協議の場」の設置について 

１ 背景及び経緯                     

（１）医療技術の進歩等を背景として、ＮＩＣＵ等に長期入院した後、引き続き人工呼

吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引や経管栄養等の医療的ケアが必要な障害児（医

療的ケア児）が増加している。 

（２）このため、児童福祉法の改正(平成２８年６月３日公布)【注】により、医療的ケ

ア児が必要な支援を円滑に受けることができるよう地方公共団体の努力義務が規定

された。 

（３）そして、「医療的ケア児の支援に関する保健、医療、福祉、教育等の連携の一層の 

推進について」(同法改正同日関係府省連名通知)により、医療的ケア児支援を図る 

関係機関等の「協議の場」の設置が示された。 

《関係府省連名通知の要点》 

○ 保健、医療、福祉、教育等の医療的ケア児支援に関わる行政機関や事業所等の 

担当者が一堂に会し、地域の課題や対応策について継続的に意見交換や情報共有 

を図る「協議の場」が必要である。 

○ 「協議の場」については、自立支援協議会等既存の会議の枠組みを活用するこ

とも考えられる。 

（４）更に、第一期障害児福祉計画等(計画期間：平成 30～32 年度)の基本的指針(平成

２９年厚生労働省告示第１１６号)により、関係機関等の「協議の場」の設置年限等

が示された。 

《第一期障害児福祉計画等の基本的指針の要点》 

○ 平成３０年度末までに各都道府県、各圏域及び各市町村において、保健、医療、 

障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための「協議の場」を設けるこ

とを基本とする。

○ 保健所、病院・診療所、訪問看護ステーション、障害児通所支援事業所、障害 

 児入所施設、障害児相談支援事業所、保育所、学校等の関係者が連携を図るため 

の「協議の場」を設ける。

【注】《児童福祉法第５６条の６第２項》 

地方公共団体は、人工呼吸器を装着している障害児その他の日常生活を営むために

医療を要する状態にある障害児が、その心身の状況に応じた適切な保健、医療、福祉

その他関連分野の支援を受けられるように、保健、医療、福祉その他の各関連分野の

支援を行う機関との連絡調整を行うための体制の整備に関し、必要な措置を講ずるよ

うに努めなければならない。 

２ 県単位の「協議の場」の設置 

（１） 設置目的

医療的ケア児とその家族を地域で支えられるようにするため、児童福祉法第５６条

の６第２項に基づき、障害者総合支援法第８９条の３第１項に基づき設置している自

立支援協議会において「協議の場」として医療的ケア児支援部会を設置し、医療的ケ

ア児支援の関係機関等が連携し、地域の課題の対応策等を協議するものとする。 

（２） 設置概要

自立支援協議会本会【既存】 医療的ケア児支援部会【新設】 

開催頻度 年２回(７月頃と３月頃) 年２回(６月頃と３月頃)※１

構 成 員 １９名※２ １４名

事 務 局 障害福祉課及び特別支援教育課
技監 

障害者施設整備室始め６課室 

※１ 必要に応じて分科会を設置

※２ 本会の構成員に部会長を１名追加予定  

(必要に応じて任意の部会構成員(若干名)がオブザーバー出席) 

（参考） 

 都道府県・県内市町村の設置状況 

○ 都道府県 

     平成２９年６月福島県調査 

      自立支援協議会の枠組を活用 ６県／設置済１８都道県 

  ○ 県内市町村 

     平成３０年１月厚生労働省調査 

      自立支援協議会の枠組を活用 １６市町村／設置(見込含)１７市町村 

（３） 所管事項 

○ 医療的ケア児の現状把握及び分析に関すること

 ○ 医療的ケア児支援における地域の課題や対応策に関すること

○ 医療的ケア児支援における関係機関等の連絡調整に関すること

（４） 予算措置（平成３０年度当初予算案） 

報償費等６７６千円計上(専門部会分)  
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医療的ケア児支援部会の構成員について 

専門部会の構成員については、医療的ケア児の支援にかかる関係機関等が連携を図るために設置する部会であるため、国関係通知＜注＞で示されている各関係

分野の関係機関等から、各分野の代表的な意見を示すことができる各種団体や関係施設・事業所等から選任し、指名する。 

また、施設・事業所等の選任にあたっては、地域性及び先進性等を勘案する。 

分 野 
関係機関等 

※国関係通知に基づく 

専門部会の構成員（案） 

員数 関係機関等（幹部級） 備 考 

保健 
市町村母子保健担当 

１ 市町村保健師関係団体 
保健所（県）関係は、事務局（健康福祉部児童家庭課）

で対応する。 保健所 

医療 

診療所 

３ 

医師関係団体 学校保健関係は、県医師会にて対応を依頼する。 

訪問看護ステーション 看護師関係団体 

病院 病院関係団体 

障害福祉 

障害児入所施設 

３ 

医療的ケア児の受入れに関心の高い障害児入所施設      施設・事業者等の選任にあたっては、地域性（名古屋

地域、尾張地域、西三河地域及び東三河地域）を勘案

する。 

障害児通所支援事業所 医療的ケア児の受入れに関心の高い障害児通所支援事業所   

障害児相談支援事業所 医療的ケア児の受入れに関心の高い障害児相談支援事業所   

保育 保育所等 １ 保育所等関係団体 
幼稚園関係は、事務局（県民生活部学事振興課私学振

興室）で対応する。 

教育 学校 １ 学校長関係団体 学校保健関係は、県医師会にて対応を依頼する。 

当事者 － ２ 
重症心身障害児関係団体 当事者としての意見が反映できるよう、構成員として

ご参加いただく。 医療的ケア児に関して積極的な発言のある団体(上記団体と重複しない)  

有識者 － １ 大学関係 

政令指定都市 － １ 名古屋市役所                       政令指定都市との連携の必要性を勘案する。 

県(障害者拠点施設) － １ 心身障害者コロニー                 地域性（尾張地域）を勘案する。 

合 計 １４ 

＜注＞ 国関係通知は、以下の２つを指す。 

    ○「医療的ケア児等の支援に関する保健、医療、福祉、教育等の連携の一層の推進について」(平成２８年６月３日付関係府省連名通知) 

    ○「第一期障害児福祉計画等の基本的指針」 (平成２９年厚生労働省告示第１１６号。平成２９年３月３１日厚生労働省社会援護局障害保健福祉部企画課長通知)  



県単位の「協議の場」における検討・報告テーマ【案】 

１．県内の医療的ケア児を取り巻く状況の把握分析及び協議《検討》 

（１）医療的ケア児実態調査の実施 

（２）医療的ケア児受入施設調査の検討 

（３）課題の整理及びその対策の協議 

２．「協議の場」構成員が検討を希望するテーマ《検討》 

３．平成２９年度の医療的ケア児関連事業の実績報告【県・市町村】《報告》 

４．平成３０年度医療的ケア児関連事業の実施見込【県・市町村】《報告》 

５．県で把握している当事者の意見《報告》 

医療的ケア児支援部会要領【案】

（趣旨）

第１条 この要綱は、愛知県障害者自立支援協議会設置要綱（以下「要綱」という。）第５

第１項に基づき、医療的ケア児支援部会の組織及び運営に関し、必要な事項を定めるも

のとする。

（設置）

第２条 本県の医療的ケア児支援に向けた必要な措置等を検討するため、医療的ケア児支

援部会（以下「部会」という。）を置く。

（所掌事務）

第３条 部会は、次に掲げる事務をつかさどる。

（１）医療的ケア児の現状把握及び分析に関すること。

（２）医療的ケア児支援における地域の課題や対応策に関すること。

（３）医療的ケア児支援における関係機関等の連絡調整に関すること。

（組織）

第４条 部会の委員は、要綱第５第２項に基づき、会長が指名し、組織する。

２ 委員の任期は、当該個別事例の検討及び対応に要する期間とする。

（運営）

第５条 部会は、障害福祉課障害者施設整備室長が必要に応じて招集し、開催する。

２ 部会に部会長を置き、構成員の互選による。

３ 部会長は、部会の議事をつかさどる。

４ 部会長に事故があるときは、あらかじめ部会長が指名する者がその職務を代理する。

５ 部会は、必要に応じて関係者の意見を聞くことができる。

（分科会）

第６条 部会に協議を円滑に進めるため分科会を設置することができる。

２ 部会の委員は、部会長が指名する。

（庶務）

第７条 部会の庶務は、障害福祉課障害者施設整備室が行う。

（委任）

第８条 この要領に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、障害福祉課障害

者施設整備室長が別に定める。

  附 則

 この要領は、平成  年 月  日から施行する。
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医療的ケア児支援ネットワークの事業化概念図 

報告 (協議の場の検討状況・コーディネーターの活用状況) 

支援  （地域の好事例の紹介やマニュアル化） 意見交換・情報共有 

県単位

●「協議の場」(自立支援協議会の専門部会)における検討 

●「コーディネーター」の養成研修の実施 

圏域単位 

●「協議の場」(障害保健福祉圏域会議)における検討 

●「コーディネーター」の「協議の場」における情報提供

市町村単位

●「協議の場」(自立支援協議会等)における検討 

●「コーディネーター」による「協議の場」の参画を始め 

とした医療的ケア児支援のための地域づくりの推進 

○ 医療技術の進歩等を背景として NICU 等に長期入院した後、引き続き人工呼吸器や胃ろうを使用し、たんの吸引や経管栄養等の医療的ケアが必要な障害児(医療的ケア児)が増加している。

○ このような医療的ケア児が在宅生活を行う場合、当事者等が安心して必要な支援を受けるために、関係行政機関や事業者等が、「利用者目線」で緊密に連携して対応できるような体制を構築する必要が 

示された。(「医療的ケア児の支援に関する保健、医療、福祉、教育等の連携の一層の推進について」(平成 28 年６月３日付関係府省連名通知) 

○ そして、各都道府県、各圏域及び各市町村で、保健、医療、障害福祉、保育及び教育等の関係機関等が連携を図るための「協議の場」を設けることが基本とされ、加えて、市町村においては、関連分野 

の支援を調整するコーディネーターの配置が必要とされた。(平成 29 年３月 31 日付第一期障害児福祉計画等の基本的指針) 

意見交換・情報共有 

保健分野の関係機関【保健所 等】

医療分野の関係機関【病院・診療所・訪問看護ステーション 等】 

福祉分野の関係機関【障害児通所／相談支援事業所・障害児入所施設 等】 

保育分野の関係機関【保育所 等】 

教育分野の関係機関【学校】 

行政機関【市役所・町村役場】

●「協議の場」を設置し、地域における連携体制の構築の中心を担う 

●「コーディネーター」を配置 

医療的ケア児とその家族

コーディネーター【基幹相談支援センターの相談支援専門員・保健所や保健センターの保健師 等】

● 医療的ケア児とその家族からのさまざまな相談を受けとめ、総合的に対応 

● 医療的ケア児等の支援ニーズや地域資源の状況を把握し、地域課題の解決や地域資源の開発を図る 

「協議の場」づくり 

※１ 政令指定都市は、基本的に県と別の対応とされている。ただし、名古屋市と愛知県との連携の必要性を勘案し、名古屋市が県単位の「協議の場」に参加できるように検討している。

※２ 「協議の場」と「コーディネーター」について、国は市町村単位の設置(配置)が困難な場合、圏域単位でさしつかえないものとしているが、本県では市町村単位の設置(配置)が必要と思われるため、「協議の場」は既存の会

議（自立支援協議会・個別ケース検討会議等）を活用し、議題として取扱う対応も可とし、「コーディネーター」には経験年数といった認定条件は設けない等、容易に設置(配置)できるように検討している。

各種相談の対応を調整／対応困難な事例は、「協議の場」で 

「コーディネーター」を中心に対応を検討 

個別的相談⇔対応 

総合的相談⇔対応 
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抜粋(医療的ケア児関係分) 

「障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体制の整備 

並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針」の全部改 

正について（平成２９年３月３１日付障企発０３３１第６号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉 

部企画課長通知）【抄】(「第一期障害児福祉計画等の基本的指針」と略称) 

障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針 

第一 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に関する基本的事項 

一 基本的理念 

４ 地域共生社会の実現に向けた取組 

（三）人工呼吸器を装着している障害児その他の日常生活を営むために医療を要する状態にある障害児（以下

「医療的ケア児」という。）が、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の支援を円滑に受けられるようにす

る等、専門的な支援を要する者に対して、各関連分野が共通の理解に基づき協働する包括的な支援体制の

構築 

三 相談支援の提供体制の確保に関する基本的考え方 

  ４ 協議会の設置等 

    （略）さらに、発達障害者等や重症心身障害児者、医療的ケア児、高次脳機能障害者及び難病患者等への

支援体制の整備が重要な課題となってきていることを踏まえ、都道府県及び指定都市が設置する協議会にお

いては、発達障害者支援センターや高次脳機能障害支援拠点、難病相談支援センター等の専門機関との連携

を確保することが必要である。また、これらの支援体制の整備について検討を行うに当たっては、都道府県

（発達障害者等に関する事案にあっては指定都市を含む。）が設置する協議会において、当該専門機関の出席

を求め、協力を得ることが望ましい。（略） 

 四 障害児支援の提供体制の確保に関する基本的考え方 

  ４ 特別な支援が必要な障害児に対する支援体制の整備 

  （二）医療的ケア児に対する支援体制の充実

     医療的ケア児が身近な地域で必要な支援が受けられるように、障害児支援等の充実を図る。さらに、心

身の状況に応じた保健、医療、障害福祉、保育、教育等の各関連分野の支援が受けられるよう、保健所、

病院・診療所、訪問看護ステーション、障害児通所支援事業所、障害児入所施設、障害児相談支援事業所、

保育所、学校等の関係者が連携を図るための協議の場を設けることなどにより、各関連分野が共通の理解

に基づき協働する総合的な支援体制を構築することが重要である。なお、この場においては、医療的ケア

児の支援が学齢期から成人期に円滑に引き継がれるよう、協議していくことが必要である。 

     加えて、医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、市町村においては、関連分野の支援

を調整するコーディネーターとして養成された相談支援員等の配置を促進することが必要である。この

コーディネーターは、医療的ケア児が必要とする多分野にまたがる支援の利用を調整し、総合的かつ包括

的な支援の提供につなげるとともに、協議の場に参画し、地域における課題の整理や地域資源の開発等を

行いながら、医療的ケア児に対する支援のための地域づくりを推進するといった役割を担っている。なお、

市町村単独での配置が困難な場合には、圏域での配置であっても差し支えない。 

 五 障害児支援の提供体制の整備等 

  ３ 医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置

医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、平成三十年度末までに、各都道府県、各圏域及び各市町

村において、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設けること

を基本とする。なお、市町村単独での設置が困難な場合には、都道府県が関与した上での、圏域での設置で

あっても差し支えない。 

第三 計画の作成に関する事項 

三 都道府県障害福祉計画及び都道府県障害児福祉計画の作成に関する事項 

４ 指定障害福祉サービス等及び指定通所支援等に従事する者の確保又は資質の向上並びに指定障害者支援施

設及び指定障害児入所施設等の施設障害福祉サービスの質の向上のために講ずる措置（略） 

（一）サービスの提供に係る人材の研修 

   （略）なお、相談支援専門員に向けた研修を行うに当たっては、難病患者等や重症心身障害児者、医療

的ケア児等の特性に応じた適切な支援についても十分に理解が図られるようなものとすることが重要であ

る。（略） 

別表第一 

 六 障害児通所支援、障害児入所支援、障害児相談支援等 

  ・児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後デイサービス、保育所等訪問支援及び居宅訪問型児童発達支援  

地域における（略）医療的ケア児のニーズ（略）を勘案して、利用児童数及び量の見込みを設定する。 

  ・福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設及び障害児相談支援 

地域における（略）医療的ケア児のニーズ（略）を勘案して、利用児童数の見込みを設定する。 

  ・医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置人数 

   地域における医療的ケア児のニーズ等を勘案して、必要となる配置人数の見込みを設定する。 

第５期愛知県障害福祉計画【案】 ※以下関係分抜粋

第４章 ５ 障害児支援の提供体制の整備等 

（１）第５期計画での成果目標の設定 

  ③ 医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置 

    平成３０年度末までに、県、各障害保健福祉圏域及び各市町村において、医療的ケア児が適切な支援を

受けられるように、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設

ける。
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